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所管省庁 

 

厚生労働省 

 

 

 

 

 

 

 

要望内容 

 

 

 

８ 保育の質の維持に向けた保育所運営費の十分な確保について 

待機児童解消の一環として都市部において導入が検討されている「居室

面積基準」が緩和されると、保育所運営費の助成が都市部に偏ることにな

る。 

地方において、保育の質の維持が図られるよう、充分な予算措置を講ず

ること。 

 

 

 

 

担当部課 

  

 健康福祉部子ども家庭課  

 

 

 

具体的現

状と課題 

 

 

・児童の健全な育成のため、児童福祉法の規定に基づき保育所の設置基準等

が定められている。 

・都市部においては待機児童の問題が深刻化していることから、「居室面積

基準」の規制緩和措置について検討を進めている。 

＜居室面積基準＞ 

   ０歳、１歳児       ２歳児以上 

    乳児室  1.65 ㎡/人   保育室または遊戯室 1.98 ㎡/人 

    ほふく室 3.3 ㎡/人    屋外遊技場     3.3 ㎡/人 

 

・福井県においては、平成１３年度から待機児童ゼロを維持しており、保育

の質の維持に努めている。 

 

 

備   考 

(別添資料等) 

 

○保育所の保育の質の維持について 

 

 


